
１．　業務マニュアル等のルールについて

項　目 現　状 改正案

1
総合周産期センターのブロック内調整
機能

・各ブロックの総合周産期センターは、自院での受入れが不能な場合、ブ
ロック内の周産期母子医療センター、周産期連携病院等に受入要請を
行う。
・自ブロック内での受入調整が不能な場合、周産期搬送コーディネーター
に搬送先選定を依頼する。

・総合周産期センターによるブロック内調整は必須とするものではなく、総合周産期センター
がブロック内調整も含め周産期搬送コーディネーターに搬送先選定を依頼することも可とす
る。
（ただし、多摩地域には当面の間、現行の搬送手順を継続する）
・総合周産期センターは、自区内ブロック事案で、全都的に搬送先が見つからなかった場合
の最終的な受入れ機能を担うものとする。

2 一般通報時の搬送先選定手順

・周産期搬送コーディネーターは、事案発生場所のある搬送ブロックの搬
送調整担当の総合周産期センターに受入要請を行う。
・搬送調整担当の総合周産期センターで受入れ不能の場合は、周産期
医療情報システムの診療能力情報や電話照会情報等に従って発生ブ
ロック内の医療機関を優先して受入要請を行う。

・原則は、これまで通り事案発生場所のある搬送ブロックの搬送調整担当の総合周産期セン
ターに受入要請を行う。
・ただし、妊産婦の緊急度や妊娠週数等を勘案し、直近の医療機関等を優先して選定した
ほうがよいと判断される場合等には、搬送調整担当の総合周産期センター以外の施設に第
一に連絡することも可とする。

3 多摩当番

・多摩地域内において搬送先の選定が困難になった場合、選定・受入に
協力する。
・区部の総合周産期センター9病院の輪番制で実施
・平成22年4月に都立多摩・小児総合医療センター（府中市）が総合周
産期センターとして指定されたが、多摩地域内での搬送完結は依然とし
て難しい状況である。(杏林大学病院からの周産期搬送コーディネーター
への依頼　平成21年度：月平均約10件、平成22年4月：9件、5月：8件、
6月：8件、7月：6件、8月：9件）

・今後も区部の総合周産期センターによる多摩当番を当面の間継続し、多摩当番病院への
受入依頼を優先的に行う。

２．　協力要請事項

項　目 現　状 協力要請事項等

1 院内他科との調整

・内科合併症の妊産婦の転院搬送及び消化器症状主訴の妊産婦の一
般通報の場合、搬送先選定に困難を要する場合がある。

・産科医師に搬送受入依頼をしてから受入可否の回答までに時間がかか
ることがある。

・妊産婦にかかる搬送については、内科症状を主訴とした搬送依頼であっても、産科を窓口
とした対応をしていただくよう、各周産期母子医療センター等に依頼する。

2 ＦＡＸの送付

・依頼元施設からのＦＡＸが送付されないことがある。

【平成21年度実績】
有：53％、事後送付：9％、総合周産期センター代筆：13％、無：25％

・引き続き、定期的に通知等を送付し、コーディネーターへの要請手順を周知するとともに、
ネットワークグループ等の連携会議等において依頼元産科施設等への周知を依頼する。
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①  産科施設等からの患者搬送依頼
     産科施設等では、患者の搬送が必要となった場合、日常的に連携して
     いる施設等に要請しても搬送先が決まらない場合は、各ブロックの総合
     周産期センターに搬送調整依頼書をFAXで送付の上、電話で患者の
     受入要請・調整依頼を行う。

②  総合周産期センターにおけるブロック内調整
     各ブロックの総合周産期センターは、必要な患者情報を把握した上で、
     自院での受入れが不能な場合、ブロック内の周産期センター、周産期
     連携病院等に受入要請する。
     なお、総合周産期センターによるブロック内調整は必須とするものではなく、
     ブロック内調整も含め、周産期搬送コーディネーターに搬送先選定を依頼
     することも可とする。

③  周産期搬送コーディネーターへの医療機関選定依頼
     自ブロック内で受入れ不能な場合又はブロック内調整が難しい場合は、
     総合周産期センターは、依頼元産科施設等に対し、搬送調整依頼書
     を周産期搬送コーディネーターにFAXするよう伝えるとともに、コーディ
     ネーターに搬送先選定を依頼する。
     その際、コーディネーターに患者情報の伝達を行い、搬送先として適切な
     施設や医学的観点からの助言を行うとともに、必要に応じ、コーディネー
     ターの搬送先選定に協力する。
     周産期搬送コーディネーターは、必要に応じ産科施設等に電話で患者
     情報の確認を行う。

④  周産期搬送コーディネーターによる搬送先選定
     周産期搬送コーディネーターは、患者情報と総合周産期センターからの
     助言等を参考に、都内医療機関に受入要請を行う。受入先が決まらない
     場合等は、総合周産期センターの責任により対処する。

⑤  依頼元産科施設等への連絡
     周産期搬送コーディネーターは、依頼元産科施設等に搬送先医療機関を
     連絡するとともに、調整結果を総合周産期センターに報告する。
     連絡を受けた産科施設等は、搬送先医療機関への連絡及び救急車出動
     要請を行い、患者を搬送する。

【搬送先調整の手順】

周産期搬送コーディネーターの業務概要イメージ【転院搬送の場合】

産科施設等

ブロック内の総合周産期センター

周産期搬送コーディネーター

②-2②-1

③　医療機関選定依頼

・患者情報の伝達
・搬送先候補施設の助言
・医学的な助言

他ブロックの周産期センター、
周産期連携病院等

ブロック内の周産期センター、
周産期連携病院等

日常的に連携してい
る施設、関連病院等
へ独自に要請

自院で受入れ
ブロック内調整

（①）

④　受入要請

①　患者搬送受入要請・調整依頼

搬送先決定 搬送調整不調

総合周産期セ
ンターの責任に

より対処

自院で受入れ不能の
場合②-２へ

ブロック内で受入れ
不能の場合③へ

受入要請

・FAX及び電話による患者情報の伝達

②

東京消防庁指令室

※必要に応じ、コーディネー
ターの選定に協力

※　産科施設からの依頼が母体救命搬送システム対象症例で
あると判断され、自院で受入れ不能の場合は、産科施設に対し、
直ちに１１９番通報により「スーパー母体救命」を依頼するよう指
示する。

（※）

③FAXによる搬送調
整依頼書の送付
（必要に応じ電話によ
る患者情報の確認）

⑤　受入医療機関連絡

⑤　調整結果報告

③　コーディネーター
への搬送調整依頼書
のFAX送付を依頼

⑤搬送先医療機関への連絡、 救急車の要請

②-2’
総合周産期センター
は、ブロック内調整も
含め周産期搬送コー
ディネーターに選定依
頼を行うことも可とす
る。

②-2’
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周産期搬送コーディネーターの業務概要イメージ【一般通報の場合】

救急隊

②受入要請

各消防本部

連携

①選定依頼（周産期事案）

事案発生ブロックの
総合周産期センター（※）

・搬送先候補施設の助言
・医学的な助言

東京消防庁指令室

周産期搬送コーディネーター

救急コーディ
ネーター

救急隊
指導医

事案発生ブロック内の周産期センター、
周産期連携病院等

受入不能の場合

③受入要請

②選定依頼 ④併行選定依頼

④併行選定指示

④受入要請
（③と併行）

搬送調整が不調の場合は、総合
周産期センターの責任により対処

かかりつけの
産科施設等 （①）

管制員連携

③’必要に応じ、コーディ
ネーターの選定に協力

ブロック外の周産期センター、
周産期連携病院等

④受入要請
（③と併行）

②’妊産婦の緊急度や妊娠週数等を勘案し、直近の医療機関等を優
先して選定したほうがよいと判断される場合等には、事案発生ブ
ロックの総合周産期センター以外の施設に第一に連絡することも可
とする。

②'受入要請

【搬送先調整の手順】

①  救急隊から各消防本部への選定依頼
     救急隊は、事案が周産期案件と判断した場合は、各消防本部に医療機関
     の選定を依頼する。

②  総合周産期センターへの受入要請・調整依頼
     依頼を受けた各消防本部は、周産期搬送コーディネーターに搬送先選定を
     依頼する。周産期搬送コーディネーターは、事案発生ブロックの総合周産期
     センターに受入要請を行う。
     ただし、妊産婦の緊急度や妊娠週数等を勘案し、直近の医療機関等を優先
     して選定したほうがよいと判断される場合等には、事案発生ブロックの総合
     周産期センター以外の施設に第一に連絡することも可とする。

③  周産期搬送コーディネーターによる搬送先選定
     当該総合周産期センターで受入れ不能の場合は、周産期搬送コーディ
     ネーターがブロック内の周産期センター、周産期連携病院等を優先して受入
     要請する。
     総合周産期センターは、周産期搬送コーディネーターに搬送先として適切
     な施設や医学的観点からの助言を行うとともに、必要に応じ、周産期搬送コー
     ディネーターの搬送先選定に協力する。

④  各消防本部との連携による受入要請
     周産期搬送コーディネーターは、 ③と併行して受入要請を行う医療
     機関及び優先順位を決定し、各消防本部に受入要請の協力依頼を
     行う。
     依頼を受けた各消防本部は、現場の救急隊と連携し、医療機関に受入
     要請を行う。

⑤  受入医療機関の決定
　  周産期搬送コーディネーターは、各消防本部に受入医療機関を連絡
     する。各消防本部は、救急隊に搬送先医療機関を連絡する。
     受入先が決まらない場合等は、発生ブロックの総合周産期センター
     の責任により対処する。
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